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 ２ 選考基準 .    

□ 職務遂行能力を条件とした公正な基準ができているか 

□ 選考基準に適合するかどうか、公正に評価する方法がとられているか 

□ 一つの方法だけで評価していないか 

□ 応募者の基本的人権を尊重する体制がとられているか 

□ 応募者の資質や長所を見いだすための配慮がなされているか 

□ 募集・応募書類は適正なものであるか 

□ 画一的な健康診断を実施していないか 

 
（1）職務遂行能力を条件とした公正な基準 

選考基準は、採用選考を実施するための「ものさし」です。採用予定の職種によって、どの分野で、ど

の程度の知識や技能・経験などが必要か明確にしておくことが必要です。 

（2）選考基準に適合した公正な評価方法 

選考方法には、学科試験、作文、適性検査、面接などいろいろあります。選考基準に適合する度合い

を的確に判断するためには、どの選考方法が適しているかを十分に検討してください。 

一つの方法のみで選考することは、正しい評価に欠けるおそれがありますので、総合的に評価するこ

とが大切です。 

（3）応募者の基本的人権の尊重 

企業の採用選考体制は、一朝一夕にできたものではなく、多くの慣習があり、経営者や人事担当者の

経験がとり入れられています。しかし、応募者の基本的人権を尊重する視点が十分堅持されてきたとは

必ずしも言えない場合が見られます。意識的に差別する意図はなくても、従来から行われている方法の

中には偏見に基づく予断が残存している例が少なからずみられ、差別につながるおそれのあるものもあ

ります。人権問題の解決という視点からも、新しい感覚で選考方法を再検討してください。 

（4）資質や長所を見いだす視点 

面接等の選考内容から「一事が万事」的発想で決めつけることのないように、「社員は育てるもの」の視

点で総合的に評価し、様々な潜在的能力や、採用後の教育・訓練による可能性も積極的に見いだすよう

な配慮が必要です。 

（5）応募用紙について 

企業独自に作られる応募書類や面接前に記入を求めるアンケートなど（いわゆる「社用紙」）には、差

別につながるおそれのある事項がしばしば見受けられます。「近畿高等学校統一応募用紙」等や「厚生

労働省履歴書様式例」など、適正な書類を使用してください。（p.71～ｐ.75参照） 

（6）採用選考時の血液検査・色覚検査等の健康診断（健康診断書）について 

健康診断の必要性を慎重に検討することなく、採用選考時に一律に健康診断を実施したり、健康診

断書の提出を求めることは、応募者の適性と能力を判断する上で必要のない事項を把握する可能性が

あり、結果として就職差別につながるおそれがあります。また、健康診断を実施しなくても、既往症等につ

いて、面接時に質問したり、応募書類等で確認することも、同じく就職差別につながるおそれがあります。

特に、採用選考時のいわゆる「血液検査」や「色覚検査」等の健康診断については、応募者の適性と能

力を判断する上で真に必要かどうか慎重に検討していただき、職務遂行能力の有無の判断に必要不可

欠である場合以外は実施しないようにしてください。 
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Ⅲ 採用選考 

.１ 公正な採用選考の基本的な考え方。   

採用選考を行う際には、次の３点を基本的な考え方として実施することが大切です 

□ 「人を人としてみる」人間尊重の精神、すなわち応募者の基本的人権を尊重する 

□ 応募者の持つ適性・能力のみを基準として採用選考を行う 

□ 応募者に広く門戸を開く 

 
（1）人を人としてみる 

世界人権宣言は「すべての人間は、生まれながら自由で、尊厳と権利とについて平等である。人間は、

理性と良心とを授けられており、同胞の精神をもって互いに行動しなければならない」とうたっています。 

また、日本国憲法は、すべての人に職業選択の自由を保障しています。求職者にとって、「就職」は生

活を左右するものであることはもちろん、その労働を通じて社会生活や社会活動に参加し、自己実現を

図る極めて重要なものです。 

一方、企業にも、採用方針や採用基準、採否の決定など採用の自由が認められています。企業にお

ける「人（労働力）」の問題も、その事業の盛衰に大きな影響を及ぼす重大事であり、各々の事業計画や

従業員の異動等諸般の情勢に応じ、採用活動を行っていることと思います。 

しかし、企業に採用の自由があるからといって、不当な求人条件を出したり、選考時に何を聞き、何を

書かせてもよいわけではなく、応募者の基本的人権を侵す採用の自由は認められていません。 

自らの人権のみならず他人の人権についても正しく理解し、その権利行使に伴う責任を自覚して、人

権を相互に尊重しあうこと、すなわち、人を「基本的人権を有する人」としてみる人間尊重の精神が十分

あるかどうか、改めて考えてください。 

（2）応募者の持つ適性・能力のみを基準として採用選考を行う 

職業選択の自由、すなわち就職の機会均等は、誰でも自由に自分の適性や能力に応じて職業を選

ぶことができるということですが、そのためには、雇用する側が差別のない公正な採用選考を行う必要が

あります。 

採用方針、採用計画のなかで、同和関係者、在日韓国･朝鮮人など特定の人を排除してしまうことは、

そこに予断と偏見とが大きく作用しているからといえます。 

また、親の職業や家庭状況等を採用選考のポイントとして考えることは、本人の適性や能力とは関係の

ないことであり、非合理的な考え方です。 

応募者の適性・能力のみを基準として、客観的な判断により合理的な採用選考が行われなければなり

ません。 

（3）応募者に広く門戸を開く 

誰にでも欠点や短所がありますが、その人にしかない持ち味、活かしうる価値を持っています。 

それぞれの持つ特性を引き出すためには、まず、求人条件に合ったすべての人が応募できる原則が

確立されなければなりません。 

その上で、応募者の適性・能力は、表面上だけで判断せず、潜在的な能力や採用後の教育訓練によ

る可能性も積極的に見いだすような配慮が大切です。 

女性、障害者、高年齢者及び外国人などの雇用に関する留意点（p.100以降参照）を念頭に置きなが

ら、応募者が働く意欲と能力を十分に発揮できるような、採用選考システムと職場環境を整備する必要が

あります。 
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〔血液検査に関して〕 

HIV感染の有無それ自体は、応募者の適性及び能力とは一般的には無関係であることから、採用選考

を目的としたHIV検査は行わないようにしてください。 

また、厚生労働省では、Ｂ型、Ｃ型肝炎ウイルス感染者に対する差別は、偏見を基礎にしたものであり、

職場においてこれらの偏見を排するように、正しい知識の普及・周知の徹底に取り組んでいます。ウイルス

性肝炎は、通常の業務において労働者が感染したり、感染者が他の労働者に感染させることは考えられず、

また多くの場合肝機能が正常である状態が続くことから、基本的に就業にあたって問題はありません。 

採用選考時に「血液検査」等の健康診断を実施することは、結果としてこれらの方々に対する就職差別

につながるおそれがあり、職務内容との関連でその必要性を慎重に検討することが求められます。 

 

〔色覚検査に関して〕 

色覚検査において異常と判断された人であっても、大半は支障なく業務を行うことが可能であることが明

らかになってきています。従って、従業員を雇い入れる際には、「色覚異常は不可」などの求人条件をつけ

るのではなく、色を使う仕事の内容を詳細に記述するようにするとともに、採用選考時の色覚検査を含む健

康診断の実施については、職務内容との関連でその必要性を慎重に検討し、就職差別につながらないよう

注意してください。 

 

 
採用選考時の健康診断に際して血液検査・色覚検査等を実施する場合には、応募者に対して事

前に検査項目や目的を十分説明すると共に、以下の点に留意してください。 

□ 検査は、職務遂行上の能力の有無の判断に係る範囲に限定すること。 

□ 求人職種との関連において、職務遂行能力の判断のため実施する場合は、どのような能力を、どのよ
うな検査内容、項目で実施するのか、根拠を明確にすること。 

□ 検査項目の設定と検査結果の判定にあたっては産業医の意見も聴取すること。 

□ 労働安全衛生規則第43条に定める雇入時の健康診断は、雇い入れた際における適正配置、入職後
の健康管理の基礎資料とするため、雇入れの直前・直後に行うものであり、採用選考時において行うこ
とを義務付けたものではないことを十分認識すること。 

□ 検査項目及び検査結果については、必ず本人にも通知すること。 

 
 

内定後の健康診断と雇入れ時の健康診断  
近年、新規大学卒業者の採用内定後（大学等の場合は10月1日以降）、直ちに健康診断を実施している事

例が見られます。 

一方、労働安全衛生規則43条では事業者に対し、労働者を雇入れた時には、当該労働者への健康診断

の実施を義務付けています。但し、当該労働者が健康診断後、3か月を経過しない健康診断書を提出した場

合は、同条に定める診断項目については、その限りではない旨が定められています。 

従って「内定後の健康診断」についても、同条「但し」以下の規定を準用し、雇入れ時より3か月前までが「雇

入れ時の健康診断」とみなすことが妥当といえます。 

なお、「雇入れ時の健康診断」については、雇入れ後の労働者の適正配置、健康管理に役立てるために実

施するものであって、健康診断結果によって合理的な理由なく内定を取り消すことは、「解雇権の濫用」として

無効となります。 
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